
別紙３

＜福祉型障害児入所施設施設整備の例＞

都市部 85,400,000 定員

標準 81,300,000 短期入所

都市部 10,100,000 工事費

標準 9,670,000

＜補助金の計算方法＞

①国庫補助対象分の補助基本額の算出

算出額

都市部 20名定員 ＝ 85,400,000

都市部 ＝ 10,100,000

95,500,000

②県単独の福祉型障害児入所施設整備費補助金の額の算出（新設の場合）

算出額

15,000,000 × 20 ＝ 300,000,000

福祉型障害児入所施設整備費補助金交付要綱による算出例　　

施設整備の国庫
補助単価

施設本体
定員20名以下

短期入所整備加
算

国庫補助基準単価
（単位：円）

併設型４名

３億

２０名

計算の内容

国庫
補助

施設整備の内容

施設本体

国庫補助基本額の計　　①

短期入所

施設本体

施設整備の内容 計算の内容

15,000,000 × 20 ＝ 300,000,000

15,000,000 × 4 ＝ 60,000,000

360,000,000

300,000,000

施設本体と短期入所の国庫補助基本額の計 95,500,000

施設本体と短期入所の国庫補助基本額に対する事業者負担額 31,833,334

127,333,334

129,499,000

③補助金額の算出

算出額

95,500,000

②県単独補助分 129,499,000

224,999,000

合計

補助金合計　　③

①国庫補助対象分

施設本体

県単
独補
助

施設本体と短期入所の国庫補助基本額及び事業者負担額の計　ウ

補助額の内容

（[ア又はイ]ーウ）×３／４　　②

短期入所

補助対象工事費の計　イ

県単独補助金の基準額の計　ア

国庫補助の採択と併せ、この額が実際の補助金額になります！
※ただし、児童福祉法の規定により③の算出額が施設整備に要する費用の3/4を超える場合は、

3/4の額が補助金額となります。
大規模修繕による設置の場合の限度額は異なります。

また、国庫補助金の採択及び県予算（市予算）への計上が条件となり、予算の範囲内で交付されます。

アとイで少

ない方が

算定の基

礎になりま

す！
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○　基準単価について

都市部 85,400,000

標準 81,300,000

都市部 10,100,000

標準 9,670,000

都市部 11,500,000

標準 11,000,000

都市部 8,400,000

標準 8,020,000

都市部 17,700,000

標準 16,900,000

都市部 31,700,000

標準 30,200,000

都市部 5,430,000

標準 5,180,000

都市部 36,300,000

標準 34,500,000

都市部 119,100,000

標準 113,500,000

都市部

(1) 特別区及びその周辺の人口密集地域（人口密度が概ね1,000人／㎞₂）

(2) 政令指定都市、中核市及びその周辺の人口密集地域（人口密度が概ね1,000人／㎞₂）

(3) 人口10万人以上の市の区域であって、人口密度が概ね1,000人／㎞₂の地域

大規模生産設備整備加算

加算

短期入所整備加算

発達障害者支援センター整備加算

相談支援、障害児相談支援整備加算

小規模グループケア整備加算

避難スペース整備加算

居宅介護、保育所等訪問支援整備加算

就労・訓練事業等整備加算

福祉型障害児入所施設創設本体（利用定員20人以下）

国庫補助基準単価
（単位：円）

別紙４　　　　　　国庫補助金の基準単価

　　福祉型障害児入所施設の施設整備にかかる国庫補助の基準単価については、以

下のようになっています。

施設整備の内容
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